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検討経過 

 

平成２９年１０月 ５日 第１回 

・個人住民税を巡る最近の動向 

・個人住民税の現年課税化 

・特別徴収税額通知(納税義務者用)の電子化 

 

平成２９年１１月 ７日 第２回 

・特別徴収税額通知(納税義務者用)の電子化※ 

・特別徴収の推進※ 

 

平成３０年 １月３０日 第３回 

・個人住民税の現年課税化※ 

・特別徴収税額通知(納税義務者用)の電子化※ 

・特別徴収の推進※ 

 

平成３０年 ３月 ８日 第４回 

・平成２９年度個人住民税検討会報告書案について 

 

 

※ 委員からの発表があったもの 
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第１ 個人住民税の現年課税化についての検討 

１ 個人住民税の現年課税化の意義とこれまでの議論 

（１）個人住民税の現年課税化の意義

個人所得課税において、給与等の課税に関しては、所得税（国税）は、所

得の発生した年に課税・納税が行われるいわゆる「現年課税」であるのに対

し、個人住民税（地方税）は前年の所得を基準として翌年度に課税する「翌

年度課税」となっている。 

この個人住民税の翌年度課税の仕組みは、課税団体を明確化しつつ、納税

義務者や企業、地方団体の事務負担に配慮したものであるが、定年退職等に

より前年に比べて収入が大きく減少した者にとっては負担感が重くなるな

どの課題が指摘されてきたところである。 

近年、雇用の流動化や企業における成果主義の賃金導入等により、毎年一

定額の賃金上昇を前提とする終身雇用・年功型賃金体系が崩れつつあり、各

年の収入・所得は変動が生じやすくなっている。 

また、パート・アルバイト・契約社員等の非正規雇用者が増えてきている。

これらの非正規雇用は企業の経営状況に左右されやすく、収入・所得が必ず

しも安定していない。 

さらに、外国人労働者の増加に伴い、賦課期日である 1 月 1 日前に帰国

する外国人労働者の所得に対して課税できないといった課題が指摘されて

いる。 

このような働き方の多様化等を背景として、翌年度課税に係る課題への

対応の必要性が高まってきている。また、「官民データ活用推進基本法」（平

成２８年１２月１４日法律第１０３号）が成立し、今後は、あらゆる行政手

続を電子的に行うことが原則とされており、税務手続きについても一層の

電子化を進めていくことが求められている。こうした税務手続きの電子化

は、個人住民税の現年課税化に係る課題解決にも資するものと考えられる。 

なお、本検討会において、「現年課税」とは「ある所得発生年分の税負担

について、時間的間隔を置かず、その年分の所得を基に決定すること」とい

う意味で使用することとする。このほか、地方税においては、「地方税の徴

収について便宜を有する者にこれを徴収させ、且つ、その徴収すべき税金を



4 

 

納入させること」を「特別徴収」と定義している（地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第１条第１項第９号）ところであるが、個人住民税に現年課

税を導入し、源泉徴収を行うことについては、現行の特別徴収と区別するた

め、「源泉徴収」という用語を用いることとする。ただし、源泉徴収を行う

義務を負う者は、特別徴収を行う義務を負う者と同一であることから、引き

続き「特別徴収義務者」という用語を用いることとする。 

 

（２）これまでの経緯 

個人住民税の現年課税化については、「長期税制のあり方についての答申」

（昭和４３年７月政府税制調査会）において「住民税は、前年の所得を基礎

として課税するいわゆる前年所得課税のたてまえをとっている。所得発生

の時点と税の徴収の時点との間の時間的間隔をできるだけ少なくすること

により、所得の発生に応じた税負担を求めることとするためには現年所得

課税とすることが望ましいと考えられるので、この方法を採用する場合に

おける源泉徴収義務者の徴収事務、給与所得以外の者に係る申告手続等の

諸問題について、引き続き検討することが適当である。」とされている。 

近年においても、政府税制調査会が平成１７年６月にまとめた「個人所得

課税に関する論点整理」の中で、「個人住民税は、納税の事務負担に配慮し

て、前年の所得を基礎として課税するいわゆる前年所得課税の仕組みを採

っているが、本来、所得課税においては、所得発生時点と税負担時点をでき

るだけ近づけることが望ましい。近年の、ＩＴ化の進展、雇用形態の多様化

等、社会経済情勢の変化を踏まえ、納税者等の事務負担に留意しつつ、現年

課税の可能性について検討すべきである。」とされている。 

なお、平成２４年８月に成立した「社会保障の安定財源の確保等を図る税

制の抜本的な改革を行うための消費税法等の一部を改正する等の法律」（以

下「税制抜本改革法」という。）においては、「個人住民税の所得割における

所得の発生時期と課税年度の関係の在り方については、番号制度の導入の

際に、納税義務者、特別徴収義務者及び地方公共団体の事務負担を踏まえつ

つ、検討する。」（第７条第２号ニ（３））とされ、引き続き検討を行うべき

課題として位置づけられている。 

個人住民税の現年課税化については、これまで関係団体から様々な意見

が寄せられている。 

東京地方税理士会（神奈川県と山梨県の税理士会）からは、「平成２７年
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度税制改正に関する意見書（平成２６年３月）」の中で、「源泉徴収・年末調

整を行う必要があることから、給与の支払者の事務負担が増大するという

問題や、現年課税への経過年度の取扱いに検討の余地はあるが、将来の現年

課税制度導入のための具体的検討を進めることが望ましい。」という意見が

寄せられている。また、日本商工会議所からは、「平成３０年度税制改正に

関する意見（平成２９年９月２０日）」の中で、「個人住民税の現年課税化が

検討されているが、事業者に対し、所得税に加え、個人住民税についても、

源泉徴収事務や年末調整事務を課すことが必要となる。現状以上の納税事

務負担の増加を強いる個人住民税の現年課税化には反対である。」といった

意見が、さらに、全国町村会からは、「平成２７年度政府予算編成及び施策

に関する要望（平成２６年７月３日）」の中で、「個人住民税の現年課税化に

ついては、町村や事業主の事務負担が増加することなどから、慎重に検討す

ること。」といった意見が寄せられている。 

 

（３）個人住民税の現年課税化に係る論点 

上述のとおり、個人住民税の現年課税化については従来から議論されて

きている問題であり、本検討会においても、これまで継続的に個人住民税の

現年課税化の導入について、議論を行ってきた。 

その際、現年課税化は税の徴収という極めて実務的な問題であることか

ら、個人住民税の現年課税化を行うとした場合に考えられる具体的な方式

案（①所得税方式、②市町村精算方式）に基づいて実際に個人住民税の現年

課税を行った場合を想定して、それぞれ実務上発生するとみられる負担と

その対応策について検討を行ってきた。 

 

（３）－１ 個人住民税の現年課税化に係る課題 

これまでの本検討会において議論されてきた個人住民税の現年課税化に

係る課題（所得税方式の場合）は、以下のとおりである。 

 

【特別徴収義務者の事務負担】 

① 従業員等の１月１日現在の住所地の把握 

  ・ 現在、住民基本台帳や給与支払報告書の住所情報等を基に市区町村が行

っている課税団体の確定について、特別徴収義務者が全従業員の１月１

日現在の住所地を確認し、課税団体を確定する必要が生じるが、正確に住
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所地を把握することは、特別徴収義務者に大きな負担となるのではない

か。（仮に、現行の「扶養控除等（異動）申告書」に記載された住所情報

を活用するとしても、そこに記載された住所地が課税団体となるべき団

体か特別徴収義務者において確認することは困難であり、また、新たに１

月１日現在の住所地が記載された申告書の提出を義務付け、住民票等の

添付を求めることとすると、納税義務者の負担となる。） 

  ・ 年の途中で雇用された者（新入社員、アルバイト・パート等）について

は、１月１日現在の住所地を把握することが必要であるが、どこまで正確

に把握することができるのか。 

  ・ 特に、雇用者の出入りが多い業種（小売業、飲食業、サービス業等の短

期間のパート・アルバイトが多い職種、短期間のイベントや工事等で大人

数を雇う必要がある業種等）にとって、大きな負担となるのではないか。 

 

② 個人住民税の税額の計算・年末調整 

・ 全従業員について、毎月の給与額に応じた税額を計算し、１月１日現在

の各従業員の住所地市区町村に納付する事務が生じるが、特別徴収義務

者に大きな負担となるのではないか。 

・ 年末には、各従業員の人的控除申告等を整理し、地方団体により異なる

税率等で税額計算したのち、追徴・還付を行う年末調整事務が生じるが、

特別徴収義務者に大きな負担となるのではないか。 

・ 特に、中小企業については、経理事務の人員が少ないところも多く、ま

た、会計ソフトなどＩＴを活用する環境が十分でないところもあること

から、これらの事務への対応は可能か。 

 

③ その他 

  ・ 所得情報を各種社会保障制度等で活用するため、市区町村において、各

種課税資料を名寄せし、所得を計算することは引き続き必要であり、現年

課税化する場合でも、給与支払報告書の提出は必要であり、この面での特

別徴収義務者の事務負担の軽減は難しいのではないか。 

 

【納税義務者の事務負担】 

・ 現年課税化した場合、課税方式が所得税と同様申告納税方式となると考  

えられることから、給与所得者においても、所得税の確定申告を行う者
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（給与所得以外の所得のある者、医療費控除や寄附金税額控除等のある

者及び年末調整ができない短期間雇用の従業員等）は、前年１月１日現在

の住所地市区町村に対して、地方団体で異なる税率や住民税独自の項目

を反映させた住民税の確定申告が必要となり、納税義務者に大きな負担

となるのではないか。 

・ 自営業者等についても、同様に前年１月１日現在の住所地市区町村に対

して、確定申告が必要となり、納税義務者に大きな負担となるのではない

か。 

・ 特に転居した場合、転居前の前年１月１日現在の住所地市区町村に対し

て申告する必要があるが、正しく申告されるか。 

 

【市区町村の事務負担】 

・ 確定申告により、市区町村から住民への還付事務が多く発生することと

なり、市区町村の事務が煩雑となるのではないか。 

・ 所得情報を各種社会保障制度等で活用するため、市区町村において、各

種課税資料を名寄せし、所得を計算することは引き続き必要であり、現年

課税化する場合でも、市区町村の事務（システム経費等を含む）の大幅な

削減は難しいのではないか。 

 

【切替年度の税負担】 

・ 現年課税への切替時に、２年分の課税が発生するため、その税負担をど

う考えるか。 

・ 仮に、２年分の課税を行わない場合、所得の発生時期を調整することが

可能な所得（例：有価証券、不動産）について、駆け込み需要や反動減が

生じ、経済活動に大きな影響を与えるのではないか。 

・ 現年課税導入を迎える年齢により、課税されない所得に差が生じ、世代

間の不公平が生じるのではないか。 

 

（３）－２ これまでの議論 

上記の課題について、ＩＴ化の進展やマイナンバー制度の導入等を踏ま

え、特別徴収義務者をはじめとする各主体に係る事務負担を軽減すること

ができないか等について、議論が重ねられてきた。これまでの議論を整理す

ると以下のとおりである。 
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【特別徴収義務者の事務負担】 

①  従業員の１月１日現在の住所地の把握 

・ 特別徴収義務者は従業員の住所地の把握について最善を尽くし、なお生

じる課税団体誤りによる誤納付については、市区町村間でやりとりする

仕組みとすれば良いのではないか。 

・ 現行では、賦課期日の１月１日と給与支払報告書の提出期限の１月３１

日が近接しているが、現年課税化した場合、転居等により、賦課期日現

在の住所地と税額納入時の住所地が異なるケースが生じやすく、課税団

体誤りによる誤納付が多発するおそれがある。誤納付が多発すれば、各

市区町村に納付する税額が同じであったとしても、その是正のため、特

別徴収義務者、納税義務者や市区町村の事務負担が増えるのではないか。 

・ 住所地によって税率等が異なる場合があるため、特別徴収義務者が住民

票等の提出を求めしっかり確認をするか、市区町村が確認して、課税団

体誤りを是正する必要があるが、いずれの場合でも手間がかかるのでは

ないか。 

・ 市区町村において誤納付を是正できるようにするためには、毎月の税額

の納入を個人単位にする必要がある（現行の所得税においては、個人別

の明細はない）。 

＜上記の議論を踏まえた留意点＞ 

・ 従業員の住所地把握については、特に雇用者の出入りが多い業種にとっ

て、大きな負担となるのではないか。特別徴収義務者が毎年、１月１日

現在の住所地把握のため、住民票等の提出を求めることについて、理解

を得られるか。 

・ 毎月の税額の納入を個人単位にする場合、特別徴収義務者において対応

が可能か。 

・ 特別徴収義務者が行った誤納付を地方団体間で是正することは、次のよ

うな課題がある。 

ア 「申告納付」方式における税務手続きとして、納税義務者や特別徴収

義務者が関与することなく、地方団体間のみで是正することが、法制的

に許容されるか。 

イ 誤納付について、地方団体間で是正するとしても、確定申告や所得証

明書の申請を行うために、少なくとも納税義務者本人に対し、課税団体
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の告知を行う仕組みが必要となるのではないか。 

ウ 年末調整後に納付先団体の誤りが判明し、当該団体の税率が異なる場

合は、地方団体間のやりとりだけで完結できず、特別徴収義務者との間

で、追徴・還付のやりとりを行う必要が生じることとなり、特別徴収義

務者と市区町村双方の事務に混乱が生じるのではないか。 

・ 個人住民税においても、報酬や原稿料等の支払い時に、税額を源泉徴収

し、報酬等を受ける者の１月１日現在の住所地市区町村に納入すること

が想定される。更に、その場合、報酬等の支払いを行う者は、報酬等を受

ける者の１月１日現在の住所地市区町村に対し、個人住民税の支払調書

を提出する必要があり、特別徴収義務者の事務負担が増えるのではない

か。 

 

② 個人住民税の税額の計算・年末調整 

・ 毎月の税額計算や年末調整について、地方団体で異なる税率等を反映し

て税額を計算するシステム等を利用すれば、特別徴収義務者の事務負担

の増加は、ある程度軽減できるのではないか。 

・ クラウド型の安価な給与計算ソフトの利用が伸びてきており、中小企業

における普及が期待されるのではないか。 

・ パソコンを利用せず手計算で年末調整等を行っている事業者への対応

は課題として残るのではないか。 

 ＜上記の議論を踏まえた留意点＞ 

・ 現在の所得税の年末調整でも特別徴収義務者にとって大きな負担とな

っている中で、所得税に加え、個人住民税の年末調整を行うことについ

て理解を得られるか。 

・ 仮に、システム等を利用するとしても、入力確認や検算を目視で行う必

要があり、事務負担が増えるのではないか。 

・ 中小企業庁の調査では、経営で記帳する際に約２割の中小企業がパソコ

ンを使用しておらず、約３割の企業が会計ソフトを利用せずに記帳して

いる。このようなＩＴを導入していない中小零細企業の場合、給与・税

額計算は手作業で行われており、個人住民税を現年課税化した場合に発

生する年末調整等の事務に対応することは難しいのではないか。 

・ 従業員が個人住民税の確定申告を行うことができるよう、新たに個人住

民税の源泉徴収票を交付することが必要となるが、その際、所得税と個
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人住民税で、課税標準や税額が異なるため、特別徴収義務者や納税義務

者に混乱が生じるおそれがあるのではないか。 

 

【納税義務者の事務負担】 

・ 課税方式について、所得税と同様、申告納税方式となるため、個人住民

税においても確定申告が必要となるのではないか。個人住民税独自の事

項があるため、納税義務者に大きな負担となるのではないか。 

・ 個人住民税の確定申告について、地方団体で異なる税率等を反映して税

額を計算し、所得税と個人住民税の申告を一元的に送信するシステム等

を利用できれば、納税義務者の事務負担の増加は、ある程度軽減できる

のではないか。 

 ＜上記の議論を踏まえた留意点＞ 

・ 現行では、個人住民税は賦課課税のため、申告書は課税資料（所得把握

の資料）であり、所得税の確定申告書を提出した場合、個人住民税の申

告書の提出は不要である。現年課税化により、課税方式が申告納税方式

となる場合、個人住民税の税額の申告が必要となり、所得税とは別に、

個人住民税の確定申告書の提出が必要となる。 

・ 個人住民税の税額を申告するためには、個人住民税の源泉徴収票を基

に、調整控除やふるさと納税等、個人住民税独自の項目を反映して自ら

税額計算する必要があり、納税義務者に大きな負担となるのではないか。 

・ 前年１月１日現在の住所地市区町村が課税団体となることから、転居が

あった場合に、課税団体に対し、正しく申告されるか。 

 

【市区町村の事務負担】 

・ 所得情報を各社会保障制度等で活用するため、市区町村において、各種

課税資料を名寄せし、所得を計算することは引き続き必要ではないか。 

 ＜上記の議論を踏まえた留意点＞ 

・ 市区町村において所得計算を行わなくても、税額が納付されるため、現

在のような所得情報の精度が維持できるか。所得情報の精度が維持でき

ないと、社会保障制度等において適切な運用ができなくなるのではない

か。 
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【切替年度の税負担】 

・ ２年分課税するのは納税者の理解が得られ難いことから、経済活動への

影響を少なくする観点も踏まえ、Ｎ－１年とＮ年の所得を比較し、所得

が大きい方に課税する方式が考えられるのではないか。 

 ＜上記の議論を踏まえた留意点＞ 

・ 切替年度の税負担の問題は、給与所得だけではなく、事業所得等の他の

所得も含めて考えるべき課題である（給与所得のみ１年分の税負担を軽

減することは、憲法第１４条に定める法の下の平等に反するとする意見

もある）。 

・ 所得の発生時期を調整することが可能な所得（例：有価証券、不動産）

について、所得の発生を分散させることで、税負担の軽減を図ることが

可能となる。また、これらの所得に係る経済取引がＮ－１年とＮ年に集

中することとなり、駆け込み需要や反動減が生じ、経済活動に影響を与

える可能性がある。 

・ 現年課税導入を迎える年齢により、課税されない所得に差が生じ、世代

間で不公平が生じる。長期的に見れば、税負担が実質的に１年分軽減さ

れ、地方団体の税源が失われることになる。 

・ １年分の所得に対し課税しないこととした場合でも、現行の給与所得に

係る特別徴収税額の納入は６月から翌年５月のため、現年課税導入年の

１月から５月までは２年分の課税が発生する点をどう取り扱うか。 

 

（４）本年度の個人住民税検討会における検討 

昨年度の個人住民税検討会においては、「今後の課題」として、「特別徴収

義務者に新たに発生する事務について、ＩＴの利活用により、事務負担の増

加を抑えることができる可能性もあると考えられる。このため、今後のマイ

ナンバー制度の運用状況、マイナポータルの進捗状況や企業のＩＴ化の状

況等も踏まえつつ、引き続き検討を進めていくことが必要である。」と指摘

したところである。 

この指摘を踏まえ、本年度の検討会では、現年課税化に伴い特別徴収義務

者に新たに発生する事務に関する論点について議論を行うとともに企業の

ＩＴ化の状況について有識者からのヒアリングを実施した。本報告書は、そ

の内容をとりまとめたものである。 
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２ 現年課税化と特別徴収義務者における事務負担について 

 

（１）特別徴収義務者における税額計算・年末調整への影響 

所得税の源泉徴収・個人住民税の特別徴収に係る企業の事務負担につい

ては、平成２４年度の本検討会において、日本商工会議所の協力を得てアン

ケートを実施した。このアンケートにおける個別の事務毎の事務量は以下

のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  この結果を見ると、所得税の源泉徴収及び個人住民税の特別徴収に係る企

業の事務の中で、１１月、１２月の短期間に事務が集中する年末調整に係る

事務負担が突出して大きいことが分かる。 

  このことから、個人住民税の現年課税化による企業の事務負担を考える際、

この年末調整に係る事務負担への影響が特に重要だと考えられる。 

そこで、現行の年末調整における事務を細分化し、それぞれの事務につい

て、仮に個人住民税を現年課税化し、特別徴収事務者が年末調整を行うこと

とする場合に想定される特別徴収義務者における事務負担の増加について

検討を行った。  
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1 関係用紙の準備
・扶養親族等申告書や保険料控除
申告書等の様式の準備

－ 国税・地方税共通の様式とすることで新たな事務負担はなし。

2
申告書様式の配布・社員への
説明

・申告用紙の配布や手続きの周知 増
個人住民税についても、説明が必要となる。（特に、控除額の計算方法が所得税と
異なる生命保険料控除、地震保険料控除、配偶者特別控除及び住宅ローン控除）

3
社員による申告書の記載・添
付書類の収集

・保険料控除申告書・住宅借入金等
特別控除申告書等の記載

増
控除額の計算方法が所得税と異なる生命保険料控除、地震保険料控除、配偶者特
別控除及び住宅ローン控除について、従業員の負担増。

4 各種の控除申告書の回収
・保険料控除申告書・住宅借入金等
特別控除申告書等の回収

－ 国税・地方税共通の様式とすることで新たな事務負担はなし。

5 扶養控除等の異動確認
・扶養控除等申告書を回収し、年初
からの異動を確認

－ 所得税と同じ事務。

1
各種申告書の記載内容の確
認

保険料控除申告書、配偶者特別控
除申告書、扶養控除等（異動）申告
書及び住宅借入金等特別控除申告
書の記載内容と添付書類に間違い
がないかを確認

増
控除額の計算方法が所得税と異なる生命保険料控除、地震保険料控除、配偶者特
別控除及び住宅ローン控除について、企業の確認作業の負担増。

2
諸控除について、控除要件・
控除額の確認

各種控除について、控除の要件に
該当するか、控除額はいくらかを確
認

増

控除額が所得税と異なる生命保険料控除、地震保険料控除、障害者控除、寡婦（寡
夫）控除、勤労学生控除、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除、基礎控除及び
住宅ローン控除について、留意が必要。（社会保険料控除及び小規模企業共済等
掛金控除は、所得税と控除額が同じ）

1
源泉徴収額の集計・各種控除
額の源泉徴収簿への転記

源泉徴収額の集計や源泉徴収額や
各種控除額の源泉徴収簿への転記
（年の中途で就職した人は前の給
与支払者が交付する源泉徴収票を
確認し、加算する。

増

個人住民税についても、源泉徴収額の集計が必要となる。

【システム化されている場合、源泉徴収額の集計に係る事務負担は軽微である
ものの、各種控除額のシステム入力作業は増加となるか。】

2 年税額の計算 年税額を計算 大幅増

個人住民税については、
・税率が地方団体ごとに異なること（均等割含む）
・控除額が所得税と異なる控除があること
・個人住民税独自の制度である非課税限度額（所得割と均等割で異なり、更に均等
割は地方団体ごとに異なる）があること
を踏まえて、年税額を計算する必要がある。

【システム化されている場合、一定程度の事務負担の軽減が可能か。ただし、シ
ステムに要する経費は増加するか。】

1 過納額の還付・不足額の徴収 過納額の還付・不足額の徴収 一部増

個人住民税についても、過納額の還付・不足額の徴収が必要となる。

【システム化されれば、過誤納額の還付・不足額の徴収に係る事務負担は軽微
か。】

過不足額の精算

個人住民税も年末調整する場合の
企業・従業員の事務負担の増加の有無（イメージ）

事前準備

計算準備

年税額の計算

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年末調整に係る各種事務の中で、各種の申告書の回収や扶養控除等申告

書の年初からの異動の確認については、所得税と共通の事務とすることで、

事務負担の増加なく対応できるものと考えられる。 

一方、所得税と個人住民税には控除額やその計算方法をはじめ制度的な

差異があることから、従業員への周知、各種申告書の記載内容の確認や年税

額の計算等の事務において、負担が増えると考えられる。特に年税額の計算

については、地方団体で異なる税率や個人住民税独自の項目を反映して年
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税額を計算する必要があることから、事務負担が大幅に増えることが懸念

される。 

年末調整における年税額の計算について、具体的にどのような事務負担の

増加があるのか検討するため、企業の経理担当者が年末徴収事務で活用し

ている「給与所得・退職所得に対する源泉徴収簿」（国税庁作成）に個人住

民税において想定される記載項目を追加したものを作成し、議論を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【年末調整事務において想定される所得税と住民税の相違点】 

○ 生命保険料控除・地震保険料控除 

 控除額の計算方法が所得税と個人住民税で異なる。 

（例）地震保険料 所得税：支払った保険料の全額 

         個人住民税：支払った保険料の１／２ 

○ 人的控除 

控除額が所得税と個人住民税で異なる。 

（例）基礎控除 所得税：３８万円 個人住民税：３３万円 

○ 調整控除 

税源移譲の際に、所得税と個人住民税の人的控除額の差額に起因する

負担増を調整するために講じられた個人住民税独自の税額控除。 
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○ 住宅借入金等特別控除 

  所得税で控除しきれなかった額を個人住民税から控除。 

○ 非課税判定 

  個人住民税独自の非課税限度額制度（※）や障害者等に対する非課税

措置がある 

  ※均等割の非課税限度額は、市町村の条例で定められる。 

○ 所得割及び均等割の税率 

  所得割・均等割とも、地方税法においては標準税率（道府県民税 4%、

市町村民税 6%）を規定。各地方団体は、標準税率を踏まえ、条例におい

て税率を決定。 

  また、平成 29 年度税制改正において県費負担教職員制度の見直しに

伴う道府県から指定都市への税源移譲が行われ、平成 30 年度分個人住

民税から、指定都市に住所を有する者について、所得割の標準税率が道

府県民税 2％、市民税 8％となる。 

 

このように、税率等が地方団体によって異なること、個人住民税独自の項

目があることから、年税額の計算において、事務負担が大幅に増える可能性

がある。当検討会における議論においても、小規模事業者の声として、「年

末年始はかき入れ時であり、新しい事務作業が発生するのは困る」との意見

が紹介された。 

この点について、年末調整における年税額の計算の基礎となる扶養親族や

生命保険料などの情報は所得税と個人住民税で概ね同じであることから、

特別徴収義務者において、税額を計算するシステムを導入していれば、必要

な情報を入力することで、所得税だけでなく、個人住民税の税額についても

自動で計算でき（※）、事務負担の増加を一定程度軽減できる可能性がある

と考えられる。 

  ※ システムにおいて税額を自動で計算するためには、全地方団体の税率

等の情報を統一的に管理し、公表する仕組みが必要。 
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（２）企業におけるＩＴ化の状況 

  現年課税化により特別徴収義務者に新たに発生する事務について、ＩＴの

利活用により、事務負担の増加を抑えることができる可能性があると考えら

れることから、企業におけるＩＴ化の状況と今後の展望について、関係企業

にヒアリングを実施した上、議論を行った。 

 

 ① 中小企業における給与計算ソフトの利用状況 

   従業員 300 人未満の中小企業等では、給与計算ソフトの利用は、約４割

となっている。その他、Excel などの表計算ソフトを利用は、約２割、特に

何も利用していない（紙で計算等）は、約１割となっている。 

   給与計算ソフトの利用企業においては、クラウド型の利用が約１割とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   また、給与計算ソフトの導入形態を購入時期別に見ると、２年以内に給与

計算ソフトを購入した企業の４社に１社程度はクラウド型を選択している。

近年、クラウド型を選択する企業の割合が増えてきている。 

  



17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 従業員規模別の給与計算の業務方法 

   給与計算の業務方法を従業員の規模別に見ると、従業員規模が 50 人以上

の企業の場合、６割以上がシステムを利用して給与計算を行っている。また、

従業員規模が大きい企業ほど、クラウドサービスを利用している割合が高

くなっている。 

   一方、従業員規模が小さい企業ほど、給与計算においてシステムを利用し

ておらず、特に従業員規模が１～９名以下の場合、約５割が Excel での計算

や特に使用していない(紙で計算する等)という状況となっている。これは、

規模が小さい企業であれば、手作業で対応できること、経営者の高齢化が進

み、ＩＴリテラシーの問題でシステムの導入が進みにくいことが考えられ

る。 
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  (参考) 個人のスマートフォン所有率 

    年代別の個人のスマートフォンの所有率を 2012 年と 2017 年を比較す

ると、どの年代も所有率が上がっており、高齢層のスマートフォン所有率

も増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ まとめ 

現状においては、給与計算ソフト等を利用せずに、Excel などの表計算ソ

フトや紙で計算している企業が中小零細企業を中心に一定程度ある。これ

らの特別徴収義務者においては、地方団体で異なる税率や個人住民税独自

の事項を反映して年税額を計算することについては、事務負担の増加が見

込まれ、対応が困難な場合があると考えられる。特に規模の小さい企業にお

いては、経営者の高齢化によるＩＴリテラシーの問題から今後も課題とな

ると考えられる。 

   一方で、近年、システム運用負担の軽減や安価なシステム構築を目的とし

て、クラウドの導入が進んでおり、給与計算ソフトについても、安価で手軽

に利用できるサービスが提供されてきている。また、スマートフォンの所有

率は年々拡大しており、高齢者層の所有率も高まってきている。 

   今後、クラウド型の安価な給与計算ソフトの普及やスマートフォンの保

有率の拡大を背景として、中小零細企業においても、給与計算のシステム化

が進んでいく可能性があることから、現年課税化の検討に当たって、企業の

ＩＴ化の状況について引き続き注視していく必要がある。 
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３ 今後の課題 

本年度の検討会では、現年課税化に伴い特別徴収義務者に新たに発生する

事務に関する論点と企業のＩＴ化の状況について整理しつつ、議論を行った。

これまでも本検討会においては、所得税方式を念頭に、特別徴収義務者に新

たに発生する事務、実務的な観点からの課題を整理してきたが、具体的に事

務負担をどのように軽減することが可能かについて、今後も、引き続き議論

を深めていくことが必要である。その際には、これまで述べてきた様々な課

題について留意しながら、特別徴収義務者、地方団体及び納税義務者の理解

が得られる案とすることができるかという観点を踏まえ、十分に検討してい

くことが必要である。 

一方、特別徴収義務者に生じると見込まれる現年課税化に伴う事務負担の

問題については、マイナンバーの活用によって改善や解決が期待できるもの

ばかりではないが、例えば、今後、特別徴収義務者がマイナンバー制度を利

用して必要な情報を入手できるような仕組みが整備されれば、現年課税に係

る事務負担が軽減される可能性がある論点も見込まれる。また、特別徴収義

務者に新たに発生する事務について、企業のＩＴの利活用により、事務負担

の増加を抑えることができる可能性もあると考えられる。このように、現年

課税化の実現に向けて、現状を所与のものとして考えるばかりでなく、マイ

ナンバー制度の利活用の在り方や企業におけるＩＴ化の更なる進展等を展望

し、今後どのような環境が整備されれば様々な課題の解決につながるのかと

いった視点から検討を行うことも重要である。このため、今後のマイナンバ

ー制度の運用状況、マイナポータルの利用状況や企業のＩＴ化の状況等も踏

まえつつ、引き続き検討を進めていくことが必要である。 
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第２ 特別徴収税額通知（納税義務者用）

の電子化 
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第２ 特別徴収税額通知（納税義務者用）の電子化 

 

１ 特別徴収税額通知の電子化に係るこれまでの議論 

個人住民税を特別徴収の方法によって徴収する場合には、特別徴収義務者

を指定した上で、毎年５月３１日までに、特別徴収税額を特別徴収の方法によ

って徴収する旨を、特別徴収義務者とこれを経由して納税義務者に通知しな

ければならないこととされている（地方税法第３２１条の４）。 

この通知については、特別徴収義務者に対して送付するもの（地方税法施行

規則第３号様式）（以下、特別徴収義務者用通知という。）及び特別徴収義務者

を経由して納税義務者に送付するもの（同規則第３号様式別表）（以下、納税

義務者用通知という。）の２つがある。このうち、特別徴収義務者用通知につ

いては、既に電子化が可能となっているが、納税義務者用通知については、書

面により送付されるため、特別徴収義務者が同通知を受領した後、それを仕分

けし、各従業員に交付する事務が負担となっているなどの意見が経済界等か

ら寄せられている。 

こうした特別徴収義務者の事務負担を軽減する観点から、規制改革実施計

画（平成２９年６月９日閣議決定）において、「特別徴収税額通知（納税義務

者用）の従業員への交付について、事業者の負担を軽減しつつ全体としての事

務の効率化を図るため、事業者に電子的に送信して従業員が取得できるよう

にする、マイナポータルを利用して事業者を経由せずに従業員が取得できる

ようにするなどの可能性を検討し、できるだけ早期に結論を得る。」こととさ

れた。 

過去の個人住民税検討会においては、平成２３年度に特別徴収税額通知の

電子化を求める意見が出されたことをはじめ、平成２４年度及び平成２８年

度に特別徴収税額通知の電子化について検討が行われ、報告書としてとりま

とめられている。平成２８年度の報告書では、今後の課題として、「納税義務

者用通知の電子化にあたっては、実務において円滑な運用が確保されるよう、

引き続き関係者との間で電子化の仕組みについて検討を深める必要があるこ

と」、また、「既に電子化がなされている特別徴収義務者用通知について、電子

による通知の受領を希望する特別徴収義務者に対し、市区町村の電子化対応

の差異により電子と書面が混在することがないよう、全市区町村の電子化対

応の義務付けについての要望が経済界から寄せられている点に留意する必要
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があること」との指摘を行った。 

こうした状況を踏まえて、納税義務者用通知の電子化について、納税環境整

備の一環として政府・与党で議論が行われた結果、まず政府税制調査会では、

「経済社会の構造変化を踏まえた税制のあり方に関する中間報告②」（平成２

９年１１月２０日）において、「個人住民税の特別徴収手続において、給与支

払報告書の提出や特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）については、既に

eLTAX を用いて電子的に行うことが可能となっているが、特別徴収税額通知

（納税義務者用）は、現在、書面で送付されているため、企業に多くの労力と

コストが掛かっているとの指摘がある。そのため、「規制改革実施計画」に沿

って電子化を進めるべきであり、具体的には、市区町村が eLTAX を経由して

特別徴収義務者に電子的に送付して従業員に通知する仕組みの検討を進めて

いく必要がある。」と指摘がなされた。 

その上で、平成３０年度与党税制改正大綱（平成２９年１２月１４日）にお

いては、「給与所得に係る個人住民税の特別徴収税額通知（納税義務者用）に

ついては、電子情報処理組織（eLTAX）により特別徴収義務者を経由し、送付

する仕組みを、地方公共団体間の取扱いに差異が生じないよう配慮しつつ検

討する。」と明記されたところである。 

 

２ 本年度の個人住民税検討会における議論 

  本年度の検討会では、昨年度までに行った検討結果を踏まえつつ、納税義務

者用通知を電子化した場合の事務手続など、より実務的、具体的な観点から電

子化の実現方策について議論を行った。本報告書は、その検討内容をとりまと

めたものである。 

 

 （１）納税義務者用通知の電子化の方向性 

    納税義務者用通知の電子化にあたっては、平成２８年度個人住民税検

討会の報告書において、電子化の導入に係る手間やコストについて費用

対効果の観点も含め、対応可能か考慮する必要があるといった課題が挙

げられている。 

この点については、eLTAX を利用して電子化を行う方法は、現行の

eLTAX システムを活用するため、開発コストが少なく抑えられ、また、

現在の税務手続きを大幅に変えるものではないため、追加的な事務の発

生が少なく、市区町村及び特別徴収義務者にとって受け入れ易いと考え
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られる。 

一方で、納税義務者用通知の電子化にあたり、仮に、従業員（納税義務

者）単位で電子又は書面による通知を選択し得ることとした場合、市区町

村及び特別徴収義務者双方において、従業員ごとに電子又は書面の希望

を管理する必要が生じ、管理が煩雑であるといった課題があった。 

この点については、何らかの事情で書面による通知を希望する又は社

内ＬＡＮ環境にないなどの従業員に対して、電子による通知の写し（電子

データを印刷したもの）の交付で足りることが可能であれば、特別徴収義

務者単位で電子又は書面による通知の希望を管理することができ、市区

町村及び特別徴収義務者の負担軽減に大きく寄与することとなる。そこ

で、「写しの交付」について法制面から検討を行ったところ、改ざん防止

の観点から電子署名と印影を付した納税義務者用通知を特別徴収義務者

に送付し、印影付きの通知を印刷して書面で交付することとすれば、公文

書としての位置付けは維持できるのではないかとの結論を得た。 

これらを踏まえ、本検討会においては、特別徴収義務者単位で、eLTAX

を利用する方法により納税義務者用通知の電子化を行う方針で検討を進

めることとした。 

 

 （２）eLTAX を利用した電子化案 

   【概要】 

   ① 特別徴収義務者から市区町村に対して、eLTAX を利用した給与支払

報告書の提出。 
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   ② 市区町村は、eLTAX を利用して給与支払報告書を提出した特別徴収

義務者に対して、納税義務者用通知をeLTAXを経由して電子的に送付。

（特別徴収義務者単位） 

   ③ 特別徴収義務者は、受領した納税義務者用通知を電子により従業員

に送付（図中３－１）し、書面による交付を希望する等の従業員がいる

場合には、プリントアウトした同通知を交付（図中３－２）。 

   ※ 特別徴収義務者が、書面送付を求める場合や、システム的な観点等に

より電子的送付に対応していない場合には、従来どおり、書面により納

税義務者用通知を送付。 

 

【（参考）具体的な事務フロー案】     

 

 

（３）eLTAX を利用した電子化案に対する委員からの意見 

    納税義務者用通知の電子化の方向性として提案した eLTAX を利用し

た電子化案について、以下の議論があった。 

【電子と書面の混在について】 

   ・ 特別徴収義務者用通知は、既に電子化が可能となっているが、納税義

務者用通知が電子化されておらず、特別徴収義務者に送る全ての通知

が電子化できないため、費用対効果の観点等から、特別徴収義務者用通
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知の電子化対応を見送っている市区町村も多いのではないか。納税義

務者用通知の電子化を契機に、電子及び書面による通知の混在を防ぎ

特別徴収義務者及び市区町村双方の事務負担の軽減するため、給与支

払報告書を電子提出した特別徴収義務者に対しては、原則として電子

による特別徴収税額通知とすることについても検討の余地があるので

はないか。 

   ・ 工場労働者が多い企業など、従業員の ICT 環境によっては、電子に

より受領した納税義務者用通知を電子で従業員に配布することが困難

であることから、従来の書面による納税義務者用通知の受領を希望す

る企業も想定されるため、一定の場合には書面による納税義務者用通

知の希望に対応する必要があるのではないか。 

【電子署名の付与について】 

   ・ 現行のシステムにおいて、電子署名の付与に要する時間は、１回の電

子署名付与につき約１秒と見込まれ、短期間で大量に処理する必要が

ある市区町村において、電子署名付与の短期間化が課題となるのでは

ないか。 

・ 電子署名を付与するためのＩＣカード、端末等を、必要に応じて複数

用意し、並行処理を行うことにより短期間で処理することが可能にな

るのではないか。 

【従業員と通知を紐付ける情報について】 

   ・ 特別徴収義務者が行う事務として、受領した納税義務者用通知を従業

員に配布するために仕分ける作業があるが、電子化により、この仕分け

作業を効率化することが重要であると考えられる。その際、通知の電子

データと従業員を紐付ける情報が必要となるが、文字情報については

文字化け等の可能性があることなどを考慮しつつ、文字以外の情報を

活用して、効率的かつ的確に紐付けを行う必要があるのではないか。 

   【従業員への納税義務者用通知の配布方法について】 

   ・ 納税義務者用通知を従業員に配布する方法については、特別徴収義務

者が用意する社内ＬＡＮ環境やプリントアウトした書面だけではなく、

eLTAX の機能として「納税義務者用ボックス」を用意し、特別徴収義

務者が当該ボックスに納税義務者用通知を格納し、従業員がそこに直

接アクセスする方法も考えられるのではないか。それにより、社内ＬＡ

Ｎ環境が整備されていない場合など、様々な情報環境に置かれる特別
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徴収義務者及び納税義務者にとって、より最適な通知の配布方法が選

択可能となるのではないか。 

 

   ※ （参考）具体的な事務フローイメージ 

    
 【従業員の所得情報の秘匿について】 

・ 特別徴収義務者が電子により受領した納税義務者用通知を電子のま

ま従業員に配布するケースでは、通知を暗号化することにより、仮に、

特別徴収義務者が通知の暗号化を解除した場合には、アクセスログによ

り確認できるようシステムを構築することは可能であると考えられる。

一方、特別徴収義務者が電子により受領した納税義務者用通知をプリン

トアウトして従業員に配布するケースでは、通知を暗号化していたとし

ても、特別徴収義務者は通知の内容を確認できるとの懸念があるのでは

ないか。 

・ 特別徴収義務者が従業員に支払う給与以外の所得については、当該所

得が給与所得以外であれば、確定申告の際に当該所得分を普通徴収とす

ることも選択できることから、個人の対応により、納税義務者用通知に

記載される所得を特別徴収義務者が既知の部分に限定することも可能

ではないか。 

【到達の効力について】 

   ・ （eLTAX の「納税義務者用ボックス」に通知を格納し、配布する場

合、）納税義務者が電子による納税義務者用通知を受領したことを、特

別徴収義務者が確認できるようなシステム構築をすべきではないか。 

・ 法制度上は、納税義務者に対して電子による納税義務者用通知を送付

した旨の連絡をもって到達とみなし、実際に受領したか否かについて



29 

 

は、到達の効力には影響しないこととすべきではないか。 

 

（４）今後の方向性 

   以上の納税義務者用通知の電子化の方向性を踏まえ、今後の更なる検討

及び導入にあたっての具体的な制度設計を行う際には、以下の点に留意す

る必要がある。 

   ・ 平成 30 年度与党税制改正大綱において、納税義務者用通知の電子化

について、「地方公共団体間の取扱いに差異が生じないよう配慮しつつ

検討する」こととされたことを踏まえ、市区町村間で電子と書面の通知

が混在することがないよう、全市区町村で足並みを揃えて電子化対応

を行うべきであると考えられる。その際、市区町村における導入経費の

負担やそれに対する支援の在り方、導入の時期についても、全市区町村

において一斉に導入されることを踏まえて検討を進める必要がある。 

   ・ 既に電子化が可能となっている特別徴収義務者用通知についても、給

与支払報告書を電子的に提出し、電子により特別徴収義務者用通知の

受領を希望する特別徴収義務者に対しては、市区町村間で電子と書面

の通知が混在することがないよう、納税義務者用通知の全市区町村に

おける導入に併せて、全市区町村の電子化対応を検討すべきである。 

   ・ 納税義務者用通知の電子化により、現行の事務処理から手続の変更が

生じるため、円滑に賦課決定事務が行われるようシステム上の課題解

決を図るとともに、各市区町村において実際の課税実務に照らした検

証を行うことが可能となるよう、早い時期に電子化の具体的な制度設

計案について周知を図りつつ検討を進める必要がある。 

 

   納税義務者用通知の電子化は、特別徴収義務者の事務負担の軽減及び市

区町村のコスト削減の観点から意義があるものであり、先述のとおり、平成

30 年度与党税制改正大綱や経済界からの提言等において、具体的な方策の

検討が求められている。 

   こうした要請も踏まえ、引き続き関係者との間で、納税義務者用通知の電

子化について、一定の合意形成を図りつつ更に検討を進め、来年度の税制改

正に向けて具体的な制度設計を行っていくべきである。 
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第３ 特別徴収の推進 

１ 特別徴収制度 

特別徴収とは、給与支払者が給与所得者（納税義務者）に対して、毎月の給

与から個人住民税の年税額を１２ヶ月分に分割した月額を天引きし、納税義

務者に代わり、課税庁である市区町村に納入する制度である。この給与からの

特別徴収は、普通徴収と比較すると、１回あたりの納付額が少ないこと、給与

から差し引いて納税するため、納付漏れを防ぐことができるなど、納税義務者

の負担軽減に資するとともに、個人住民税の滞納を未然に防ぐ効果がある。 

なお、納税義務者及び特別徴収義務者は、特別徴収又は普通徴収を任意に

選択できるわけではなく、地方税法上、給与所得に係る個人住民税の徴収方法

は特別徴収が原則となっている（地方税法第３２１条の３第１項）。 

２ 地方団体の取組等 

（１）特別徴収の徹底

近年、都道府県と市区町村が連携し、都道府県や都道府県を越えた圏

域を一つの単位として、広域的かつ同一時期に特別徴収を推進する取組

（以下、「特別徴収の徹底」という。）が進んでいる。特別徴収義務者であ

る事業者に雇用される納税義務者、すなわち従業員が、それぞれ異なる市

区町村に所在し、特別徴収義務者が複数の市区町村から指定される場合

も多く、指定する市区町村のうち、一部の市区町村でのみ特別徴収の徹底

を行った場合は、特別徴収義務者の理解を得られにくい。そうした観点か

ら、近隣の地方団体間で特別徴収の取扱いを統一しつつ特別徴収の徹底

を進めることにより、特別徴収義務者の理解を得、適正な賦課徴収を図る

ことを目的としたものであり、こうした広域的な取組は非常に有効であ

ると考えられる。 

この特別徴収の徹底は、４７都道府県のうち、平成２９年度課税まで

に３５団体（約７４％）が実施済みであり、平成３１年度までに４５団体

（約９６％）で実施される見込みとなっている。 
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［実施状況］ 

開始年度 都道府県数 都道府県名 

Ｈ２４以前 ５団体 北海道、岐阜県、静岡県、高知県、佐賀県 

Ｈ２５ ２団体 奈良県、熊本県 

Ｈ２６ ８団体 青森県、宮城県、秋田県、山形県、新潟県、愛知県、 
三重県、大分県 

Ｈ２７ ９団体 岩手県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉県、山梨県、 
愛媛県、長崎県、鹿児島県 

Ｈ２８ ５団体 千葉県、神奈川県、福井県、滋賀県、岡山県 

Ｈ２９ ６団体 群馬県、東京都、富山県、福岡県、宮崎県、沖縄県 

Ｈ３０実施予定 ６団体 長野県、京都府、大阪府、兵庫県、和歌山県、鳥取県 

Ｈ３１実施予定 ４団体 島根県、山口県、徳島県、香川県 

未定・ 
実施していない ２団体 石川県、広島県 

 

（２）徴収率及び決算状況 

まず、給与所得者のうち、特別徴収により徴収する者については、平成

２４年度と平成２８年度を比較すると、「給与所得者数」の増加割合１０

４％と比べ、「そのうち特別徴収により徴収する給与所得者数」の増加割

合１１６％の方が高く、特別徴収の徹底の効果が一定程度現れているも

のと考えられる。 

また、特別徴収と普通徴収による徴収率を比較すると、特別徴収は１

００％に近い水準である一方、普通徴収は９５％前後の水準で推移して

おり、特別徴収の徹底が滞納の未然防止の観点からも有効であることが

うかがえる。 

近年の全国的な特別徴収の徹底の実施などを背景として、個人住民税

（現年分）の決算状況をみると、徴収率の向上（Ｈ２４：９８．１％→Ｈ

２８：９８．８％）及び収入未済額の圧縮（Ｈ２４：１，３４５億円→Ｈ

２８：９１３億円）傾向が見受けられる。 
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（３）地方団体の取組 

特別徴収の徹底を実施または予定している都道府県においては、市区

町村との「協議会等の設置」や、「実行計画の策定」などの地方団体が連

携した取組が広く行われている。 

また、この他にも、「公共入札における特別徴収実施の要件化・優遇」

や「特別徴収義務者の指定状況を県内で共有」、「想定問答集の作成」、「問

合せ窓口（コールセンター）の設置」などの取組が行われている場合があ

る。 

［地方団体の具体的な取組例（実績や予定、複数回答を含む。）］ 

市区町村との意見交換会、協議会等の設置 ４３団体 

広報チラシ・ポスター等の作成 ４３団体 

関係団体（税理士会など）等への周知・協力依頼 ４１団体 

実行計画の策定 ３３団体 

普通徴収切替理由書等の様式の統一 ３２団体 

統一版の特別徴収義務者用事務手引きの作成 ２６団体 

特別徴収を拒否している事業者への電話や訪問等による 

働きかけ 
２６団体 

 

また、特別徴収の徹底を図る一方で、納税義務者等の負担や徴税コス

ト等の観点から、普通徴収切替理由書の様式を統一することなどにより、

普通徴収の認定要件をあらかじめ提示している場合がある。これにより、

特別徴収義務者に雇用される個々の納税義務者について、合理的な理由

が無い限り、特別徴収が行われるよう取り組まれている。 

平成２９年度までに特別徴収の徹底を実施し、かつ、管内市区町村に

おいて普通徴収の認定要件を統一している都道府県の実態を調査したと

ころ、以下のとおりであった。 

［普通徴収の認定要件］ 

退職者又は退職予定者 ２４団体 

他の事業所で既に特別徴収を行っている ２３団体 

給与の支払いが不定期 ２２団体 

毎月の給与が少額 ２０団体 

個人事業主の専従者となっている給与所得者 １９団体 

従業員が２人以下 １８団体 

その他（雇用契約期間が１年未満の者、休職者など） ６団体 

ｎ＝４５ 

ｎ＝２４ 
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一方で、各地方団体（場合によっては一定の圏域単位）において認定し

ている要件については、上の表のとおり、必ずしも地方団体間で一致して

いるわけではなく、要件が異なるケースが生じている。そのため、場合に

よっては各市区町村が認めている当該要件を特別徴収義務者が確認する

事務が発生し、特別徴収義務者の負担となっているとの声が寄せられて

いる。 

また、普通徴収の認定要件だけではなく、地方団体間で当該要件の内

容が同一であったとしても、それに対応する符号（例えば、ａ,ｂ,ｃ･･･、

１,２,３･･･、普Ａ,普Ｂ,普Ｃ･･･）や順番が異なっている場合があり、特

別徴収義務者の事務が煩雑となっているとの声も寄せられている。 

 

 

３ 特別徴収の徹底（普通徴収の認定等）に係る論点 

 

（１）論点整理 

① 普通徴収の認定要件の統一について 

地方税法では、給与所得者に対しては、特別徴収を原則としているが、

特別徴収によることが「著しく困難であると認められる者」については普

通徴収とする（地方税法第３２１条の３）とされている。現場の課税実務

においては、納税義務者の実情に即した運用を行う必要性もあり、実際、

多くの認定要件は各地方団体において共通するものの、一定の差違も見

受けられる。したがって、法令により全国一律に普通徴収の認定要件を定

めることは、むしろ課税実務に混乱を招きかねないことから適当ではな

いと考えられる。 

（給与所得に係る個人の市町村民税の特別徴収） 

第三百二十一条の三 市町村は、納税義務者が前年中において給与の支払を受けた者であり、かつ、当該

年度の初日において給与の支払を受けている者（支給期間が一月を超える期間により定められている

給与のみの支払を受けていることその他これに類する理由があることにより、特別徴収の方法によつ

て徴収することが著しく困難であると認められる者を除く。以下この条及び次条において「給与所得

者」という。）である場合においては、当該納税義務者に対して課する個人の市町村民税のうち当該納

税義務者の前年中の給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額は、特別徴収の方法によつて徴収

するものとする。ただし、当該市町村内に給与所得者が少ないことその他特別の事情により特別徴収

を行うことが適当でないと認められる市町村においては、特別徴収の方法によらないことができる。 
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② 普通徴収に切り替える申出理由（符号を含める）の統一について 

①の議論を踏まえると、普通徴収の認定要件ではなく、従業員を普通

徴収に切り替える申出理由※（符号を含める）を様式上統一することは課

税実務に影響が少なく、特別徴収義務者の事務負担の軽減に資するので

はないかと考えられる。 

※ 各市区町村は、申出理由により普通徴収を認めるか否かを判断するため、申

出理由に該当すれば直ちに普通徴収が認められるわけではない点で認定要件

とは異なるもの。 

なお、様式上、あらかじめ普通徴収の申出理由を選択肢として設け、申

出理由の統一を行う場合には、特別徴収義務者及び納税義務者に対して、

選択肢に該当があれば、必ず普通徴収が認められると誤認されないよう

留意する必要があると考えられる。 

 

上記①及び②を踏まえ、普通徴収に切り替える申出理由に関して、「省

令様式（給与支払報告書（総括表･個人別明細書））の改正」及び「eLTAX

のフォーマットの変更」により統一する方法について、それぞれ検討を行

った。 

 

（２）普通徴収に切り替える申出理由統一の方法 

① 省令様式（給与支払報告書（総括表･個人別明細書））の改正 

地方税法の規定に基づき、納税義務者等の実情に即して市区町村が普

通徴収の認定を行うことが許容されていることを踏まえると、仮に、省令

様式の改正により様式上に普通徴収の申出理由を統一的に選択肢として

設けた場合、当該選択肢に該当することにより普通徴収が認められると

納税義務者等に誤認されるか、若しくは一定の規範性を持つと受け止め

られ、事実上の認定要件となる懸念もあると考えられる。 

また、書面については様式に独自の記入項目を設けている市区町村も

多く、統一を図った場合の影響が大きいことが想定されるとともに、仮に

書面様式を統一しても独自に項目を追加する市区町村が出てくれば、結

果として様式の統一が図られないことも考えられる。 
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② eLTAX のフォーマットの変更 

地方税ポータルシステム（eLTAX）のフォーマットについては既に様式

が統一されており、システムの制御により、独自様式を設けることはでき

ないことから、普通徴収の申出理由の選択肢を設定した場合も、省令様式

の改正と比較して影響が限定的であると考えられる。 

ただし、省令様式の改正と比較して規範性をもって受け止められる可

能性が小さいと考えられるものの、eLTAX のフォーマットの変更による場

合も、様式に普通徴収の申出理由を選択肢として追加すると、当該選択肢

に該当することで普通徴収が認められると、特別徴収義務者や納税義務

者に誤認される懸念が残ることに留意する必要がある。特に、現行におい

て認定要件を限定的に運用している団体にとっては、設定された申出理

由の選択肢がこれより広い場合に、一定の事務増加や混乱が生じるおそ

れがある。 

 

（３）地方団体の意見 

普通徴収切替申出理由統一の検討にあたっては、多くの市区町村が現

に設定している申出理由の選択肢※についてアンケートを行い、その結果

を参考とした。アンケートに対する意見は主に以下のとおりとなった。 

※主な申出理由 

（普通徴収切替理由を設定している政令市及び都道府県庁所在市） 

Ａ 他の事業所で特別徴収（乙欄適用者） ４１団体 

Ｂ 毎月の給与が少なく税額が引けない ３５団体 

Ｃ 給与の支払が不定期 ３９団体 

Ｄ 事業専従者（個人事業主のみ対象） ２７団体 

Ｅ 退職者、退職予定者（５月末日まで）、休職者 ４１団体 

Ｆ 総従業員数が２人以下（上記「Ａ」～「Ｅ」に該当する全ての 

従業員数（他市区町村分を含む）を差し引いた人数） 
２７団体 

【主な意見】 

・ 〇〇という選択肢を普通徴収として認めていないため、理由に含めな

いでほしい。 

・ 普通徴収切替申出理由を統一する場合には、現在設定している選択

ｎ＝４１ 
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肢と内容が同じでも順序が異なっていると、実務への影響があるので

はないか。 

・ 「Ｂ 毎月の給与が少なく税額が引けない」については、具体的な

給与支払額の基準を示してほしい。 

・ eLTAX のフォーマットにおいて、選択肢の符号をプルダウンで選択

できるような形式とすれば、任意で記載することに比べ、データの活

用が容易となり、事務の効率化につながるのではないか。 

 

４ 統一に向けた方向性 

これまでの議論を踏まえ、 

・ 申出理由に基づき、各市区町村が普通徴収とするか個別具体の認定を行

うことを前提としつつも、各市区町村の判断基準が、統一された申出理

由に収束していき、事実上の基準となる可能性があること 

・ 申出理由を統一した後に変更を行う場合、（選択肢を追加する場合と

比較して）選択肢を削除することについては、関係者の合意が得られに

くいと考えられること 

に留意しつつ、以下の３案により申出理由の統一化を図ることが考えられ

る。 

 

Ａ 他の事業所で特別徴収（乙欄適用者） 
Ｂ 毎月の給与が少なく税額が引けない 
Ｃ 給与の支払が不定期 
Ｄ 事業専従者（個人事業主のみ対象） 
Ｅ 退職者、退職予定者（５月末日まで）、休職者 
Ｆ 総従業員数が２人以下（上記「Ａ」～「Ｅ」に該当する全ての 
従業員数（他市区町村分を含む）を差し引いた人数） 

【案１に対する考え方】 

３（３）に記載した主な申出理由のとおり、選択肢Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｅについ

ては、ほとんどの市区町村が普通徴収を認める中、選択肢ＤやＦについては、

市区町村間で取扱いに差が生じている。 

こうした状況を踏まえると、申出理由を統一化した場合に、先述のとお

り、各市区町村の判断基準が統一された申出理由に収束していき、事実上の

判断基準となるおそれもあることから、ほとんどの市区町村が同様の取扱

案１ 選択肢を多く設ける案 
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いとする選択肢については問題ないとしても、選択肢ＤやＦのような取扱

いに差がある選択肢が事実上の基準となれば、申出理由として示していな

い市区町村において課税事務に混乱を来すことにならないか懸念がある。

また、選択肢ＤやＦについて普通徴収を認めることは、地方税法の様式では

ないとはいえ、公的主体が運営する eLTAX において設定する選択肢とする

ことに関しては、慎重な検討が必要である。 

 

 

Ａ 他の事業所で特別徴収（乙欄適用者） 
Ｂ 毎月の給与が少なく税額が引けない 
Ｃ 給与の支払が不定期 

Ｄ 退職者、退職予定者（５月末日まで）、休職者 

【案２に対する考え方】 

多くの団体において、現状の実務において普通徴収の認定要件として認

められている要件であるとともに、地方税法に基づいた原則に近く、特別徴

収の推進に資する一方、これまで「事業専従者」や「総従業員数が２人以下」

の申出理由を普通徴収に認めていた市区町村も少なくなく、申出理由の統

一後も引き続き普通徴収を認めようとする場合、実務への影響が大きいこ

とが見込まれる。 

 

 

Ａ 他の事業所で特別徴収（乙欄適用者） 
Ｂ 毎月の給与が少なく税額が引けない 
Ｃ 給与の支払が不定期 

Ｄ 退職者、退職予定者（５月末日まで）、休職者 

Ｅ その他 
（「Ｅ その他」の例） 
 ・ 事業専従者（個人事業主のみ対象） 

 ・ 総従業員数が２人以下（上記「Ａ」～「Ｅ」に該当する全ての 
従業員数（他市区町村分を含む）を差し引いた人数） 

【案３に対する考え方】 

選択肢Ｅ「その他」の理由については、普通徴収に認められない場合があ

ると明記することで、現行の運用への影響を小さくすることが可能である。 

案２ 選択肢を最小とする案 

案３ 「その他」の選択肢を設ける案 
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一方、特段の理由なく「その他」を選択するケースが多くなる懸念があ

り、また、「その他」の理由を任意記載とした場合、個別判断の必要が生じ

るため、特別徴収義務者及び市区町村等の事務効率化につながらない可能

性がある。 

 

５ まとめ 

本年度の検討会においては、特別徴収の徹底の取組とそれによる効果につ

いて議論し、近年の決算状況から、この取組を背景にして、徴収率の向上や収

入未済額の圧縮傾向があることを述べてきた。特別徴収を徹底する取組は、一

度で終わるものではなく、新たに指定する特別徴収義務者に対する特別徴収

の徹底などを継続して行うことが重要である。 

また、近年、特別徴収義務者用通知の電子化や、実現に向けて検討を行って

いる納税義務者用通知の電子化、共通電子納税システムの導入（平成３１年１

０月予定）など、特別徴収義務者の事務負担を軽減する施策が進められている

ところであるが、特別徴収を徹底することにより、より多くの事業者がこれら

の施策を利用することが可能となり、政府が目指す行政手続の電子化の徹底

にも資するのではないか。 

一方、上記の議論を行う中で、経済界や市区町村から要望が出ている普通

徴収の認定要件及び申出理由の統一について、地方団体の意見も踏まえつつ、

検討を行った。 

今後、普通徴収切替申出理由の統一については、本年度整理した案をたた

き台としつつ、地方団体及び特別徴収義務者双方の実務で円滑かつ適切な運

用が確保されるよう、引き続き地方団体の意見を幅広く聴きつつ、統一に向け

た合意形成を図っていく必要がある。 
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に関する資料 

43





事務局作成資料

45



46



47



24 12 25 1
24

/

/

/

/

/

/

/

/

1

48



49



50



51



 
 
 0

52



53



1 
2 

54



3 
 

 

 

 
 

 

 
  

 
 

 

 
 

 
 

 

  

 
 

4 
 

 

 
 

  

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

55



5 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

  
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

6 
 

 

 

 

 

 
  

 
 

 
 

 

 

 
 

 

56



7 
 

 

 
  

eL
TA

X
 

eL
TA

X

eL
TA

X
 

  
 

 

 

eL
TA

X

 

eL
TA

X
 

57



58



59



60



•

•

•

61



•

•

62



63



•

•

•

•

64



•

•

•

•

65



•

•

66



•

•

67



68



1

69



2

21.5

46.2

0

10

20

30

40

50

3

70



4

71





（参考） 第２ 

特別徴収税額通知 

（納税義務者用）の電子化 

に関する資料 

73





eLTAX

3,900

28

28

1

事務局作成資料

75



2

28

3

76



29

29 30 IT

28 12 14 103

4

27 11 17

Society5.0
29 14

2016

30
29 19

ii.

5

77



( ) 28

2

eLTAX

6

e
L
T
A
X

7

78



XML

eLTAX

eLTAX

XML
XML

XML
XML

eLTAX

XML

8

28
28 54

28 15
29 29 225

13
1,741

28
54

29
317

30
428

31
942

28 ,
54

29
171

30
715

31
298

32
503

9

79



10

28

11

80



28

12

28

13

81



28

14

e
L
T
A
X

28

15

82



28

16

83



11 7

4 1 3 31

27 28 29 29

203,100 218,520 225,024
44.8%

72,460 84,037 100,861

82,860 83,577 83,117
99.7%

81,714 82,761 82,861

…4 1 3 31

1
84



29

eLTAX 21,111

2,083 9.87%

2

3
85



4

29 eLTAX

30

5
86



31

6

30

30

7
87



31

e

8

88



89



90



91



92



eLTAX

1
93



PDF

XML

XML
XML

XML
XML

eLTAX

XML

XML XML

2

eLTAX

3
94



eLTAX
eLTAX

eLTAX

XML XML XML

4

95





（参考） 第３ 

特別徴収の推進 

に関する資料 

97





2016

事務局作成資料

99



99.7% 99.7% 99.8% 99.8% 99.8%

93.5% 94.0% 94.4%

96.0%

95.3%

24 25 26 27 28

28
4.5P

100



100

1,345
1,231

1,131

1,001
913

98.1%
98.2%

98.4%

98.6%
98.8%

0

500

1,000

1,500

97.60%
97.80%
98.00%
98.20%
98.40%
98.60%
98.80%
99.00%

101



18
23
20
22
19
24
6

(n=24)

102



103



104



A E

A E

eLTAX

F

eLTAX

105



eLTAX

HPHP

106



HP

HP

107



eLTAX

108



29 2

321

321

1

•

•
•
•

•

•

109



2

27

28

29
H27

H28

H29

…

18,660

3

85.4%

14.6%

15,930

2,730

67.8%

32.2% 12,659
6,001

…

H27H26

110



4

73.1%

26.9%

49,497

18,188

62.5%
37.5%

42,004
25,154

…

H27H26

26 10 1

27

5

1,837

2,004

2,160

6,001

111



6

…

7

42,004

49,497 50,073 51,110

12,659
15,930 16,185 16,673

93.5%

94.7%
95.5%

99.9% 99.8% 99.9%

90.0%

91.0%

92.0%

93.0%

94.0%

95.0%

96.0%

97.0%

98.0%

99.0%

100.0%

0 /

10,000 /

20,000 /

30,000 /

40,000 /

50,000 /

60,000 /

26 27 28 29

112



5,805 6,455 6,470 6,504

3,834
4,261 4,271 4,293

9,639 10,716 10,741 10,797

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

26 27 28 29

8

9

…

113



10

eLTAX

11

…

etc…

114



30 30

2

115



24
…
… 3

24

25
28

26 26 7
33 28

26 11

25

12 21,000
10 2,000
11
12 7,000

26

10 14,000
10 11
11 23,000

27
11 1

10 11
11 17,000

28

H27 H28 H29

4

H26 1,490,091 1,116,363 74.9 72.8
H27 1,505,988 1,193,042 79.2 76.3
H28 1,531,989 1,246,826 81.4 80.5
H29 1,552,232 1,281,216 82.5 81.7

H28 20,243 34,390 1.1 1.2

H26 H27 H28 H29

159,808 185,507 217,549 220,484

114,018 129,153 139,440 144,751

8,895 25,699 32,042 2,935

2,695 15,135 10,287 5,311

116



(1)

(2)

eLTAX
1

eLTAX

(3)

5

(1)

(2)

6

117



(3)

7

8

2

5
1

3
2 4 6

1

A B C D E F

a b
c

d
d e f

A B C D E
D B E C A

1 2 3 4

A B C D E F

A B C D E F
a b c d e f

A 3 B C D E F

A G B C D
E

F
f d b c e a a 1

d b c a
d b c a

A B C D E F G 1
1 2 3 4 5
F D C B E A
E B C C D A
e b c d a

a b c d e
f
g

C G E F D
A 1

B

118



(1)

(2)

9

(3)

30 33
1,000 100

eLTAX

eLTAX

eLTAX
MO H29 3,115

7,175 217 9 5,576
eLTAX

eLTAX

10

119


	（コメント無し）（検討会後修正）【本編】平成29年度個人住民税検討会報告書
	資料編
	資料合体
	資料合体
	表紙・目次・中表紙等
	01 現年課税
	1-1(割り付け)資料4　H29-1-4
	1-4(割り付け)資料3 H29-3-3
	1-2(割り付け)資料1 H29-3-1
	1-3(割り付け)資料2 H29-3-2


	白紙
	資料合体
	表紙・目次・中表紙等
	02 特徴通知の電子化
	2-1(割り付け)資料5　H29-1-5
	2-2(割り付け)資料１ H29-2-1
	2-3(割り付け)資料２ H29-2-2
	2-4(割り付け)資料4 H29-3-4

	白紙
	表紙・目次・中表紙等
	03 特別徴収の推進
	3-4-2222(割り付け)資料6 H29-3-6
	3-1(割り付け)資料３ H29-2-3
	3-3(割り付け)資料5 H29-3-5



	白紙
	空白ページ

	空白ページ
	空白ページ



